
 

 

2025 年１月30日 

各 位 

会 社 名  ジーエフシー株式会社     

代表者名  代表取締役社長 西村 公一 

     (コード番号 7559 東証スタンダード市場) 

問合せ先  取締役 社長室 室長 

   兼 経営戦略グループ 管掌 丹羽 淳 

（TEL 058-387-8181） 

 

会 社 名  株式会社Quartz 

代表者名  代表取締役 西村 公一 

 

株式会社Quartz によるジーエフシー株式会社（証券コード：7559）に対する 

公開買付けの開始に関するお知らせ 

 

 

株式会社 Quartz は、本日、ジーエフシー株式会社の普通株式を別添のとおり公開買付けにより取

得することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

以 上 

 

本資料は、株式会社 Quartz（公開買付者）が、ジーエフシー株式会社（公開買付けの対象者）に

行った要請に基づき、金融商品取引法施行令第30条第１項第４号に基づいて公表を行うものです。 

 

（添付資料） 

2025 年１月30日付「ジーエフシー株式会社（証券コード：7559）に対する公開買付けの開始に関す

るお知らせ」 
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2025年１月 30日 

各 位 

会 社 名 株式会社 Quartz 

代表者名 代表取締役 西村 公一 

  

 

ジーエフシー株式会社（証券コード：7559）に対する 

公開買付けの開始に関するお知らせ 

 

株式会社Quartz（以下「公開買付者」といいます。）は、本日、ジーエフシー株式会社（証券コード：

7559、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）スタンダード市場上場、以下「対象

者」といいます。）の普通株式（以下「対象者株式」といいます。）を、金融商品取引法（昭和23年法律第25

号。その後の改正を含みます。）による公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）により取得すること

を決定いたしましたので、お知らせいたします。 

公開買付者は、本日現在において、対象者の第11位（2024年12月 31日現在）の株主であり対象者の代表

取締役社長である西村公一氏（以下「西村氏」といいます。所有株式数：68,000株、所有割合（注１）：

1.23％）がその発行済株式の全てを所有する株式会社であり、本公開買付けを通じて東京証券取引所スタン

ダード市場に上場している対象者株式を取得及び所有することを主たる目的として、2025年１月10日に設立

され、西村氏が代表取締役を務める会社です。また、公開買付者の設立時の代表取締役は峯岸健太郎氏であっ

たところ、2025年１月29日付で同氏が代表取締役の地位を辞任し、西村氏が公開買付者の代表取締役に就任

しております。なお、本日現在、公開買付者は、対象者株式を所有しておりません。 

（注１）「所有割合」とは、対象者が本日公表した「2025年３月期第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」

に記載された2024年12月31日現在の発行済株式総数（5,769,040株）から、対象者が公開買付者に

通知した同日現在の対象者が所有する自己株式数（240,234株）を控除した株式数（5,528,806株）に

対する割合をいい、小数点以下第三位を四捨五入しております。以下、所有割合の記載について同じと

します。 

 

今般、公開買付者は、本日、東京証券取引所スタンダード市場に上場している対象者株式の全て（ただし、

対象者が所有する自己株式及びニシムラ（以下に定義されます。）の所有する対象者株式の全て（以下「本不

応募合意株式」といいます。）を除きます。）を取得し、対象者株式を非公開化させ、対象者の株主を公開買付

者、並びに対象者の筆頭株主であり西村氏及び西村氏の親族がその発行済株式の全てを所有する（注２）資産

管理会社である有限会社ニシムラ（以下「ニシムラ」といいます。所有株式数：1,492,000 株、所有割合：

26.99％）のみとするための一連の取引（以下「本取引」といいます。）の一環として、本公開買付けを実施す

ることといたしました。なお、本取引は、いわゆるマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）（注３）に該当し、

西村氏は、本取引後も継続して対象者の経営に当たることを予定しております。 

（注２）西村氏が議決権を有する全ての普通株式を所有し、西村氏及び西村氏の親族３名が議決権のない全

てのＡ種類株式を所有しております。 

（注３）「マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）」とは、一般に、買収対象会社の経営陣が、買収資金の全部

又は一部を出資して、買収対象会社の事業の継続を前提として買収対象会社の株式を取得する取引

をいいます。 
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本公開買付けの実施に当たり、公開買付者は、①対象者の第３位（2024年 12月31日現在）の株主であ

る株式会社十六銀行（以下「十六銀行」といいます。所有株式数：243,000株、所有割合：4.40％）、②第

５位（2024年12月31日現在）の株主である株式会社大垣共立銀行（以下「大垣共立銀行」といいます。

所有株式数：189,000株、所有割合：3.42％）、③第７位（2024年12月 31日現在）株主である西村悦郎氏

（所有株式数：170,000株、所有割合：3.07％）及び④第８位（2024年 12月31日現在）株主である西村

美枝子氏（所有株式数：170,000株、所有割合：3.07％）（以下、十六銀行、大垣共立銀行、西村悦郎氏及

び西村美枝子氏を総称して「本応募合意株主」といいます。）それぞれとの間で、2025年１月30日付で、

本応募合意株主がそれぞれ所有する対象者株式の全て（所有株式数の合計：772,000株、所有割合の合

計：13.96％）について本公開買付けに応募する旨の契約を締結しております。さらに、公開買付者は、ニ

シムラとの間で、本不応募合意株式について本公開買付けに応募しない旨及び本公開買付けが成立した場

合には本臨時株主総会（注４）において本スクイーズアウト手続（注５）に関連する各議案に賛成する旨

を口頭で合意しております。 

（注４）「本臨時株主総会」とは、会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下同じで

す。）第180条に基づく対象者株式の併合（以下「本株式併合」といいます。）及び本株式併合の

効力発生を条件として単元株式数の定めを廃止する旨の定款の一部変更を行うことを付議議案に

含む臨時株主総会をいいます。 

（注５）「本スクイーズアウト手続」とは、対象者の株主を公開買付者及びニシムラのみとするための一連

の手続をいいます。 

 

本公開買付けの概要は以下のとおりです。 

 

（1） 対象者の名称 

ジーエフシー株式会社 

 

（2） 買付け等を行う株券等の種類 

普通株式 

 

（3） 買付け等の期間 

2025年１月 31日（金曜日）から 2025年３月 17日（月曜日）まで（30営業日） 

 

（4） 買付け等の価格 

普通株式１株につき 金 2,020円 

 

（5） 買付け予定の株券等の数 

株券等の種類 買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

普通株式 4,036,806（株） 2,193,900（株） ―（株） 

合計 4,036,806（株） 2,193,900（株） ―（株） 

 

（6） 決済の開始日 

2025年３月 25日（火曜日） 

 

（7） 公開買付代理人 

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目 13番１号 
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（8） その他 

本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではな

く、また、米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファ

クシミリ、電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行

われるものではなく、さらに米国内の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上記

方法・手段により、若しくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開買付けに応募することはで

きません。 

また、公開買付届出書又は関連する買付書類は米国内において若しくは米国に向けて、又は米国

内から、郵送その他の方法によって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又は配布を行う

ことはできません。上記制限に直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けしません。 

本公開買付けの応募に際し、本公開買付けに係る株券等の買付け等の申込みに対する承諾又は売

付け等の申込みをする方（以下「応募株主等」といいます。）（外国の居住者であり、公開買付代理

人にお取引可能な口座をお持ちでない株主等（法人株主等を含みます。）の場合は常任代理人）は

公開買付代理人に対し、以下の旨の表明及び保証を行うことを求められることがあります。 

応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても米国に所在して

いないこと。本公開買付けに関するいかなる情報（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、

米国内において若しくは米国に向けて、又は米国内から、これを受領したり送付したりしていない

こと。買付け等若しくは公開買付応募申込書の署名交付に関して、直接間接を問わず、米国の郵便

その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、

インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施設を使用し

ていないこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動する者ではないこと

（当該他の者が買付け等に関する全ての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。 

 

なお、本公開買付けの具体的な内容は、本公開買付けに関して公開買付者が 2025 年１月 31 日に

提出する公開買付届出書をご参照ください。 

 

以上 

 


